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　経済は、多数の同質な個人と地域とで構成されている。地域 i には ni 人
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　地域 i の代表的住民の選好は私的財と公共財の消費による効用  ,i iU x g  で
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　qi に関する 1 階の条件より、地代は  ,i iq i ir f n q  となる。賃金と地代の最
適条件および規模に関する収穫一定の条件  i in i iq if f n f q   から、地域 i の企
業利潤は次の通りである。
   , 1i i i i in i iq i iq if n q f n f q f q         
　賃金も企業利潤も確率的であるが、企業所有者は完全にリスクを分散し、
ゼロ利潤を実現できるとする。より簡単化し、地域は事前には同質なので、
すべてのiについてni = n, qi = qであるとする。しかし地域はランダムショッ
クφを経験するため、企業利潤は地域によって異なる   ,n q   。企業所
有者は、自分自身の地域を除くすべての地域の企業株式を所有することで、
不確実な企業利潤のリスクをすべて取り除くことができる。その結果、家計
は期待利潤   0E    を得る。





模に関する収穫一定の条件  i in i iq if f n f q   を用いると、消費は次のように表
される。
     1 nc g c gq fx w r fn n n n n
          
　　政府の意思決定
　公共財の水準 g は所与であるとする。政府は、代表的住民のランダム要
因φについての期待効用を最大化するように n を選択する。n についての 1
階の条件より、
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不確実な事象は    ,n E n an       、すなわち地域の家計数の関数として
表現され、地域の生産の期待値は家計数の一定割合に比例する。このとき、






    1 nc gfx n fn n      
　政府の意思決定問題は再び、φについての期待効用を最大にするように地
域の人口規模 n を選択することである。
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最終式の第 1 項は公共財供給費用と地代総額との関係を表す。第 2 項および
第 3 項は次のように表される。
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第 2 項では、fn はφについて正、Ux は負であるため、リスクに対する家計
数の効果φn の符号により効果が異なる。家計数の増加が正の方向に働く場
合、すなわち家計数が所得増の可能性を増加させる場合、全体の効果は正と
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